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千葉県の給与・定員管理等について  

（平成２１年度）  

１ 総括  

 (1) 人 件 費 の状 況 （普 通 会 計 決 算 ） 

平成 20 年度普通会計（決算額）に占める人件費の状況は、次のとおりです。 

人件費の内訳は、教育関係職員（市町村立小・中学校の教員を含む）が 66.4％、警察関係職員が 19.0％、一般行政関係等職員に

かかる人件費が 14.6％となっています。 

区 分 

 

住民基本台帳人口 

     (20年度末) 

歳 出 額 

        Ａ

実質収支 

 

人 件 費 

      Ｂ

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

19年度の人件費率

 

20年度 

            人 

6,124,453 

      千円

1,520,570,515 

     千円

  4,553,684 

    千円

604,596,782 

      ％ 

39.8 

              ％

   42.2 

(注)  １ 人件費とは、職員に支給された給与、退職手当、共済組合事業主負担金、公務災害補償基金負担金、特別職に支給された給与などの総額

をいいます。 

２ 「実質収支の額」とは、その団体の純剰余または純損失の額を示すものです。 

 

 ( 2 )  職 員 給 与 費 の状 況 （普 通 会 計 決 算 ） 

給      与      費  区  分  

 

職 員 数  

    Ａ 給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当    計  Ｂ

一 人 当 たり 

給 与 費  B / A  

(参考)都道府県平均        

一人当たり給与費        

 

20年度 

    人 

59,704 

    千円 

270,400,277 

    千円

61,185,607

    千円

116,641,961

    千円

448,227,845

      千円 

7,508 

 

 

 

 

        千円

7,377 

（注） １ 給与費とは、人件費のうち職員に支給される給料と職員手当（退職手当を除く）をいいます。 

２ 職員数は、20 年 4 月 1 日現在の一般行政職員、警察官、教員などの総数です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給 与 費 うち60 .3％ 

（2 ,704 億 27 万 7 千 円 ） 
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 (3) 特 記 事 項  

給与等の減額措置 

本県では厳しい財政状況を踏まえ、次のとおり給与等の減額措置を行っています。 

 減 額 措 置  実 施 期 間  内    容  

給 料 月 額 の減 額  15 年 8 月 から 

22 年 3 月 まで 

・管 理 職 手 当 受 給 者  3％減 額  

・上 記 以 外 の職 員  1％減 額  

（若 年 層 職 員 を除 く） 

一般職 

管理職手当の減額 15 年 1 月 から 

22 年 3 月 まで 

・本 庁 課 長 級 以 上  10％減 額  

・上 記 以 外 の管 理 職 手 当 受 給 者  5％減 額  

15 年 1 月 から 

22 年 3 月 まで 

・知 事  15％減 額  

・副 知 事  12％減 額  

・常勤の監査委員 7％減 額  

特別職 給 料 ・報 酬 月 額 の減 額  

15 年 1 月 から 

19 年 4 月 まで 

19 年 8 月 から 

22 年 3 月 まで 

・議 長 ,副 議 長 ,議 員  3％減 額  

(注) 記載されている減額率は平成 21 年 8 月 1 日以降のものです。 

 

(4) ラスパイレス指 数 の状 況 （各 年 ４月 １日 現 在 ） 

   

(注)ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 給 与 改 定 の状 況  

    ①月 例 給  

人 事 委 員 会 の勧 告   

区  分  

 

民 間 給 与  

Ａ

公 務 員 給 与  

Ｂ

較 差  

Ａ－Ｂ 

勧 告  

（改 定 率 ） 

 

給 与 改 定 率  

 

 

 

 

(参 考 ) 

国 の改 定 率

 

21年 度  

 

416,002円

 

416,785円

 

△783円

（△0.19％）

△0.19％

 

△0.19％ 

 

 

 

△0.22％

 

  (注) 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の 4 月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。 

 

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数 

（平成 21 年 4 月 1 日現在） 

 

（注）H21.4.1 現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの 

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 

100.2 
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 ②特 別 給  

人 事 委 員 会 の勧 告   

区  分  

 

民 間 の支 給  

割 合     Ａ 

公 務 員 の 

支 給 月 数   Ｂ

較 差  

Ａ－Ｂ 

勧 告  

（改 定 月 数 ）

 

年間支給月数      

 

 

 

 

(参 考 ) 

国 の年 間  

支 給 月 数  

21年 度  4.15月 4.50月 △0.35月 △0.35月 4.15月   4.15月

  (注 ) 「民 間 の支 給 割 合 」は民 間 事 業 所 で支 払 われた賞 与 等 の特 別 給 の年 間 支 給 割 合 、「公 務 員 の支 給 月 数 」は 

期 末 手 当 及 び勤 勉 手 当 の年 間 支 給 月 数 です。 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1) 職 員 の平 均 年 齢 、平 均 給 料 月 額 及 び平 均 給 与 月 額 の状 況 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

    ①一 般 行 政 職                                                                            

区  分  

 

平 均 年 齢      

 

平 均 給 料 月 額  

 

平 均 給 与 月 額  

 

平 均 給 与 月 額  

（国 ベース） 

千 葉 県  44.4歳  355,669円 443,531円 406,162円  

国  41.5歳  325,521円 ― 391,770円  

都 道 府 県 平 均  43.8歳  343,005円 427,547円 384,790円  

                                                                                   

    ②技 能 労 務 職  

公 務 員  民 間 参 考

区 分 平均 
年齢 

職員数 平均給料月額
平均給与月額

(Ａ) 
平均給与月額

(国ベース) 
対応する民間 

の類似職種 

平均 
年齢 

平均給与月額

(Ｂ) 
Ａ／Ｂ

千 葉 県  49.9 歳 770 人 331,246 円 386,982 円 366,506 円 ― ― ― ― 

用務員 51.3 歳 216 人 321,201 円 371,899 円 354,287 円 用務員 54.5 歳 214,000 円 1.74 

農業等技術員 47.9 歳 233 人 331,964 円 390,698 円 369,843 円 ― ― ― ― 

運転手 54.5 歳 86 人 369,500 円 436,861 円 411,874 円 自家用自動車運転者 47.3 歳 318,600 円 1.37 

調理員 51.4 歳 65 人 316,944 円 366,686 円 345,499 円 調理士 43.6 歳 280,300 円 1.31 

介助員 48.9 歳 59 人 329,126 円 377,265 円 361,098 円 福祉施設介護員 35.9 歳 213,200 円 1.77 

電話交換手 53.6 歳 35 人 317,933 円 369,931 円 341,213 円 ― ― ― ― 

守衛 50.1 歳 10 人 340,891 円 437,012 円 387,476 円 守衛 59.3 歳 264,300 円 1.65 

その他 44.1 歳 66 人 333,327 円 388,366 円 371,409 円 ― ― ― ― 

国 49.2 歳 4,429 人 285,548 円 ― 322,737 円 ― ― ― ― 

都道府県平均 48.8 歳 465 人 332,714 円 388,002 円 365,631 円 ― ― ― ― 

 

参 考 

年収ベース(試算値)の比較 区 分 

公務員 
(Ｃ) 

民間 
（Ｄ） 

Ｃ／Ｄ 

千 葉 県  ― ― ― 

用務員 6,076,820 円 3,027,000 円 2.01 

農業等技術員 ― ― ― 

 

運転手 7,152,004 円 4,088,400 円 1.75 

 調理員 5,939,919 円 3,875,300 円 1.53 

 介助員 6,191,674 円 3,053,400 円 2.03 

 電話交換手 ― ― ― 

 守衛 7,018,339 円 3,799,600 円 1.85 

 その他 ― ― ― 

※民 間 データは、賃 金 構 造 基 本 統 計 調 査 において公 表 されているデータを使 用 しています。（平 成 18～20 年 の３ヶ年

平 均 ） 

※民 間 データの「用 務 員 」と「福 祉 施 設 介 護 員 」については、都 道 府 県 別 データが公 表 されていないため全 国 平 均 を使

用 しています。 

※技 能 労 務 職 の職 種 と民 間 の職 種 等 の比 較 にあたり、年 齢 、業 務 内 容 、雇 用 形 態 の点 において完 全 に一 致 しているも

のではありません。 

※年 収 ベースの「公 務 員 (Ｃ)」及 び「民 間 (Ｄ)」のデータは、それぞれ平 均 給 与 月 額 を１２倍 したものに、公 務 員 において

は前 年 度 に支 給 された期 末 ・勤 勉 手 当 、民 間 においては前 年 度 に支 給 された年 間 賞 与 の額 を加 えた額 です。 
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    ③高 等 （特 殊 ・専 修 ・各 種 ）学 校 教 育 職                                                  

区  分  平 均 年 齢      平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

千 葉 県       46.7歳  407,969円     483,567円

都 道 府 県 平 均       44.8歳  390,833円     458,004円

 

    ④小 ・中 学 校 （幼 稚 園 ）教 育 職                                                     

区  分  平 均 年 齢      平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

千 葉 県  44.1歳  379,267円 444,222円

都 道 府 県 平 均  43.9歳  377,216円 437,491円

 

    ⑤警 察 職  

区  分  

 

平 均 年 齢      

 

平 均 給 料 月 額

 

平 均 給 与 月 額

 

平 均 給 与 月 額  

（国 ベース） 

千 葉 県       39.1歳  330,997円     469,609円 372,627円  

国       41.5歳  322,231円 ― 372,706円  

都 道 府 県 平 均        40.0歳  330,043円     474,584円 375,813円  

 

  （注）１ 「平均給料月額」とは、21 年 4 月 1 日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したも

のであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、

比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 

３ 上記の千葉県の額は減額措置後の額です。 

  

( 2 )  職 員 の初 任 給 の状 況 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

学校卒業後すぐに採用された場合の初任給は、次のとおりです。 

区     分  千    葉    県  国  

Ⅰ種  181,200円
大  学  卒  178,800円

Ⅱ種  172,200円一 般 行 政 職  

高  校  卒  144,500円 140,100円

高  校  卒  144,500円            －
技 能 労 務 職  

中  校  卒  133,100円            －

大  学  卒  199,700円            －
高 等 学 校 教 育 職  

高  校  卒  154,900円            －

大  学  卒  199,700円            －
小 ・中 学 校 教 育 職  

高  校  卒  154,900円            －

Ⅰ種  203,100円
大  学  卒  211,800円

Ⅱ種  200,000円警  察  職  

高  校  卒  179,000円 158,100円

 

 (3) 職 員 の経 験 年 数 別 ・学 歴 別 平 均 給 料 月 額 の状 況 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

区     分  経 験 年 数 10年         経 験 年 数 15年         経 験 年 数 20年         

大  学  卒            264,616円            328,781円            373,246円一 般 行 政 職  

 高  校  卒            220,516円            270,796円            327,271円

高  校  卒            235,241円            260,153円             299,725円技 能 労 務 職  

 中  学  卒                  ―                  ―                  ―

大  学  卒            320,505円            365,440円             396,066円高 等 学 校 教  

育 職  高  校  卒                  ―                  ―                  ―

大  学  卒            322,243円            365,001円             394,230円小 ・中 学 校  

教 育 職  高  校  卒                  ―                  ―                   ―

大  学  卒            294,466円            344,583円             374,784円警  察  職  

 高  校  卒            260,162円            304,806円             344,910円

（注） 経験年数とは、学校卒業後すぐに県に採用され、引き続き勤務している場合には採用後の年数をいい、採用前に職歴などのある場合には 

その期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。なお、上記の額は減額措置後の額です。 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 ( 1 )  一 般 行 政 職 の級 別 職 員 数 の状 況 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

区  分  標 準 的 な職 務 内 容  職 員 数  構 成 比  

1級  主 事 、技 師        887人       9.4％ 

2級  主 事 、技 師        568人       6.0％ 

3級  副 主 査 、主 任 主 事 、主 任 技 師      1,253人      13.3％ 

4級  主 査      1,827人      19.4％ 

5級  副 主 幹      2,089人      22.2％ 

6級  副 課 長 、主 幹      2,069人      22.0％ 

7級  課 長      625人      6.7％ 

8級  次 長         64人      0.7％ 

9級  理 事         14人      0.2％ 

10級  部 長         6人       0.1％ 

 

 

 

 
 

 

 

 

（注 ）  １ 千 葉 県 の給 与 条 例 に基 づく給 料 表 の級 区 分 による職 員 数 です。 
２ 標 準 的 な職 務 内 容 とは、それぞれの級 に該 当 する代 表 的 な職 名 です。 
３ 職 員 数 には教 育 部 門 等 での一 般 行 政 職 を含 んでいます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注） 平成 18 年に 11 級制から 10 級制に変更しています。（旧給料表の 1 級及び 2 級並びに 4 級及び 5 級をそれぞれ統合） 

 

( 2 )  昇 給 への 勤 務 成 績 の 反 映 状 況  

１ 勤 務 成 績 の評 定 の実 施 状 況  

地 方 公 務 員 法 第 ４０条 に基 づき、全 職 員 に対 して勤 務 成 績 の評 定 を実 施 。 

２ 昇 給 への勤 務 成 績 の反 映 状 況  

  評 定 等 の結 果 に基 づき、平 成 ２１年 ４月 １日 付 けで次 のとおり昇 給 を実 施 。 

昇 給 号 給 数  ５号 給 以 上  ４号 給 (標 準 ) ３号 給 以 下  

特 定 職 員   5.7％ 94.3％ 0.0％ 人 員 

分布率 その他 の職 員  23.8％ 76.0％ 0.2％ 

※知 事 部 局 の行 政 職 給 料 表 適 用 者 の状 況 。 

※昇 給 判 定 期 間 の全 ての期 間 を勤 務 していない者 や昇 給 抑 制 の対 象 （55歳 以 上 ）となっている者 等 は除 かれています。 

※特 定 職 員 とは、行 政 職 給 料 表 ７級 以 上 の適 用 を受 ける者 をいいます。 
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４ 職員の手当の状況  

 ( 1 )  期末手当・勤勉手当  

    千      葉      県   国  

１人 当 たり平 均 支 給 額 （２０年 度 ） 

                      1,942千 円  

－ 

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分

    (  0.75)月 分    (   0.35)月 分

12月 期     1.6月 分       0.75月 分

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分

 

 

 

 

 

 

 

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当  

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分  

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分  

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分  

    (   0.75)月 分    (   0.35)月 分  

12月 期     1.6月 分       0.75月 分  

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分  

 

  

 

 

  

 

 

  

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

・役 職 加 算     5～20％ 

・管 理 職 加 算   15・25％ 

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

・役 職 加 算     5～20％ 

・管 理 職 加 算   10～25％ 

 （注） １ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

     ２ 部長級職員は、年間 4.45 月分です。 

 

【 参 考 】 勤 勉 手 当 へ の 勤 務 実 績 の 反 映 状 況 （ 一 般 行 政 職 ）  

平 成 ２０年 ６月 から本 庁 課 長 級 以 上 の職 員 については、前 年 度 １年 間 の人 事 評 価 結 果 による評 価 区 分

（４段 階 ）に基 づき、成 績 率 を決 定 しています。 

知 事 部 局 （一 般 行 政 職 ）における平 成 ２１年 １２月 の勤 勉 手 当 への人 事 評 価 結 果 の反 映 状 況 は次 のとお

りです。 

成 績 率  
成 績 区 分  

部 長 級  次 長 級  課 長 級  
人 員 分 布 率

特 に優 秀  1.085 1.06 0.81  2.5％ 

優 秀  1.025 1.00 0.75 15.5％ 

良 好 （標 準 ） 0.965 0.94 0.69 81.7％ 

良 好 でない 0.865 0.84 0.59  0.3％  

 

 

 (2) 退 職 手 当 （２1 年 ４月 １日 現 在 ） 

千      葉      県  国 
（支 給 率 ） 自 己 都 合  勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

その他 の加 算 措 置  定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

（2％～20％加 算 )  

1 人 当 たり平 均 支 給 額  

自 己 都 合     141万 8千 円  

勧 奨       2,786万 0千 円  

定 年      2,776万 6千 円  

（支 給 率 ）        自 己 都 合     勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

その他 の加 算 措 置  定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

（2％～20％加 算 )  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注） 退職手当の 1 人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種の職員に支給された平均額です。 
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 (3) 地 域 手 当  

   （２1 年 ４月 １日 現 在 ） 

支  給  実  績 （20年 度 決 算 ）          15,527,894千 円  

支 給 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算）               249,096円  

支 給 対 象 地 域  支 給 対 象 職 員 数 支 給 率   国 の制 度 （支 給 率 ） 

東 京 都 特 別 区         27人  1 4 ％           17％ 

成 田 市 、印 西 市       1,934人  7 ％           12％ 

千 葉 市 、船 橋 市 、浦 安 市   19,770人  7％ 10％ 

市 川 市 、松 戸 市 、習 志 野 市 、 

八 千 代 市 、我 孫 子 市 、四 街 道 市  
    10,095人  7 ％            9％ 

袖 ヶ浦 市         471人  6 ％            9％ 

富 津 市         493人  6 ％            8％ 

柏 市        2,950人  7 ％            6％ 

佐 倉 市 、鎌 ヶ谷 市 、白 井 市  2,542人  7 ％  5％ 

市 原 市        2,241人  6 ％            5％ 

茂 原 市  1,110人  5 ％  5％ 

野 田 市 、流 山 市 、八 街 市 、酒 々井 町  

印 旛 村 、本 埜 村 、栄 町  
      3,284人  7 ％            3％ 

東 金 市 、大 網 白 里 町  1,652人  5％ 3％ 

富 里 市          420人  7 ％            ― 

木 更 津 市 、君 津 市  2,360人  6％ ― 

成 田 市 （成 田 国 際 空 港 区 域 内 ） 1,634人  7％ 15％ 

その他 の千 葉 県 の地 域  8,366人  5％ ― 

医 師 、歯 科 医 師 （全 域 ）         64人  1 4 ％           14％ 

平  均  支  給  率  6 . 5 4 ％         6.83％ 

  (注) 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。      

 

   （２２年 度 の制 度 完 成 時 ） 

支 給 対 象 地 域  支 給 率  国 の制 度 （支 給 率 ） 

東 京 都 特 別 区  15％ 18％

成 田 市 、印 西 市        7％          15％

船 橋 市 、浦 安 市 、我 孫 子 市 、袖 ヶ浦 市        7％            12％

千 葉 市 、市 川 市 、松 戸 市 、習 志 野 市 、八 千 代 市 、富 津 市 、 

四 街 道 市  
7％ 10％

佐 倉 市 、柏 市 、白 井 市 、鎌 ヶ谷 市 、茂 原 市 、市 原 市  7％ 6％

野 田 市 、東 金 市 、流 山 市 、八 街 市 、酒 々井 町 、印 旛 村 、 

本 埜 村 、栄 町 、大 網 白 里 町  
7％ 3％

成 田 市 （成 田 国 際 空 港 区 域 内 ） 7％ 15％

その他 の千 葉 県 の地 域  7％ ―

医 師 、歯 科 医 師 （全 域 ）      15％            15％

  (注 )国 の制 度 では、平 成 22 年 度 での完 成 を目 指 して、平 成 18 年 度 から支 給 率 を段 階 的 に引 き上 げることとしています。 
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 (4) 特 殊 勤 務 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

 

※ 特殊勤務手当については、社会情勢の変化等を踏まえて適正化を図るため、平成 18 年度に全 体 的 な見 直 し

を行 いました。（手 当 数 52→42。平 成 19 年 4 月 1 日 施 行 ） 

 

 

支 給 実 績 （20年 度 決 算 ）                         2,639,969千 円  

支 給 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ）                             75,692円  

職 員 全 体 に占 める手 当 支 給 職 員 の割 合 （20年 度 ）                                35.8％ 

手 当 の種 類 （手 当 数 ）                         4 2  

 

【知 事 部 局 】 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

県税の賦課徴収 月額 14,000 円 税務手当 県税事務所職員等 

滞納処分、犯則取締り、軽油路上抜き

取り調査等 

日額 450 円・550 円 

消防訓練指導 業務手

当 

消防学校職員 破壊器具を使用する訓練、高所訓練等

の危険を伴う教育訓練 

日額 500 円 

健康福祉センター職員、児

童福祉司等 

（管理職職員除く） 

生活保護業務、訪問調査、相談等 日額 470 円 社会福祉事務手当 

女性サポートセンター、児

童相談所職員等 

心理学的判定等 日額 370 円 

家畜保健衛生 作業手

当 

家畜保健衛生所の獣医師

（管理職職員除く） 

家畜の保健衛生上必要な試験及び検

査等 

月額 13,500 円 

感染症の病原体の検査、感染症の病原

体に汚染された場所の消毒作業等 

日額 320 円 

結核の検診、結核患者の療養指導等 日額 320 円 

防疫等作業手当 健康福祉センター、衛生研

究所職員等 

家畜伝染病の患畜に対する検査、注射

等 

日額 280 円 

医師による精神障害者の診察の立会

い、病院への護送 

日額 450 円 精神保健業務手当 健康福祉センター職員 

在宅精神障害者の面接業務 日額 400 円 

犬取扱作業手当 健康福祉センター職員 狂犬病の予防注射、病性鑑定、犬の捕

獲、薬殺等 

日額 420 円 

夜間看護等手当 児童相談所、生実学校、富

浦学園、乳児院の看護師、

保育士等 

深夜における看護等の業務 １回 2,000 円～6,800 円 

夜間特殊業務手当 水産情報通信センター職員 深夜における無線通信設備の運用、保

守業務 

１回 410 円～1,100 円 

公害調査等作業手当 県民センター、環境研究セ

ンター職員等 

ガス、粉じん等の有害物の調査、し尿処

理施設の検査等 

日額 290 円 

用地交渉手当 農林振興センター、地域整

備センター職員等 

公共事業に必要な土地の取得等のため

に行う交渉業務 

日額 1,000 円・1,500 円 

災害応急作業手当 地域整備センター職員等 災害発生時に河川の堤防等で行う巡回

監視、応急作業等 

日額 710 円～2,160 円 

放射線取扱作業手当 診療放射線技師等 エックス線を人体に対して照射する作業 日額 360 円 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

漁撈作業手当 水産総合研究センター職員

等 

試験調査、漁業実習のため魚介等水産

物を獲る作業 

1 航海の支給総額（漁獲物の販売

額－経費）×35/100 以内 

調査試験手当 環境研究センター、水産総

合研究センター職員等 

海上における調査、試験、監督、指導等 日額 500 円 

温室内農薬散布作業

手当 

農林総合研究センター職員

等 

5 月から 10 月までの温室内における農

薬散布作業 

日額 270 円 

種牡牛（豚）の自然交配、精液採取等 日額 300 円 家畜取扱作業手当 畜産総合研究センター職員

等 獣畜の解体処理、解体後の検査 日額 420 円 

産業支援技術研究所、衛

生研究所職員等 

毒物、劇物等を使用した検査、試験等 日額 280 円 

商工労働部保安課、県民

センター職員等 

高圧ガス製造施設、火薬庫の立入検査

等 

日額 280 円 

計量検定所職員等 液化石油ガスに係る特定計量器の検

定、検査 

日額 280 円 

危険物等取扱作業手

当 

計量検定所職員 大型はかりの検定、検査のため 500 ㎏以

上の分銅を取り扱う作業 

日額 290 円 

下水道事務所職員等 トンネル坑内における掘削作業、監督業

務等 

日額 450 円 

健康福祉センター、環境研

究センター職員等 

危険ながけ、高所で行う監督、測量等 日額 280 円・340 円 

水産総合研究センター職員

等 

潜水作業等 １時間 310 円～1,500 円 

農林振興センター、地域整

備センター職員等 

夜間における土木工事作業、監督業務 1 回 320 円 

危険現場作業手当 

畜産総合研究センター市原

乳牛研究所、嶺岡乳牛研

究所職員 

傾斜地における大型特殊自動車等の運

転業務 

日額 230 円・300 円 

麻薬取締員 麻薬取締業務 日額 550 円 司法警察員職務等手

当 漁業監督吏員等 海上における漁業取締業務 日額 550 円 

庁舎警備等業務手当 本庁の守衛 深夜における庁舎警備等 １回 470 円・730 円 
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【警察】    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

私服勤務員の犯罪予防、犯罪捜査、被

疑者逮捕 

日額 560 円 

捜査本部開設事件の捜査等 日額 840 円 

留置施設の看守 日額 310 円 

刑事作業手当 警察官 

被疑者の護送 日額 280 円 

少年補導手当 少年補導専門員 街頭補導、少年相談等 日額 300 円 

警ら作業手当 警察官 警ら作業 日額 300 円 

犯罪鑑識作業手当 警察職員 指紋、手口、写真を利用する犯罪鑑識

の作業等 

日額 560 円・280 円 

爆発物の移動、回収、解体等の作業 日額 5,200 円 警察爆発物処理等作

業手当 

警察職員 

特殊危険物質（サリン等）の処理作業、

特殊危険物質による被害の危険がある

区域内の作業、特殊危険物質の製造過

程解明実験 

日額 250 円～4,600 円 

ロープ等を利用して行う救難救助等 日額 710 円 特別救助等作業手当 警察職員 

災害発生時の災害警備、遭難救助等 日額 840 円・1,680 円 

警察官 交通捜査、交通事故処理作業 日額 560 円 

警察官、交通巡視員 交通整理、交通取締り作業 日額 310 円 

警察官 高速道路上における交通取締り、交通

事故処理等の作業 

日額 840 円 

交通捜査等作業手当 

警察職員 夜間の交通捜査、交通事故処理 日額 280 円・420 円 

航空作業手当 警察職員 航空機の操縦等 1 時間 1,900 円～5,100 円 

1 回 4,000 円 

白バイの運転作業 日額 560 円 警察用自動車等運転

手当 

警察職員 

パトカーの運転作業 日額 420 円 

警察夜間特殊業務手

当 

警察職員 深夜の犯罪捜査、警ら、交通事故処理

等の作業 

１回 410 円～1,100 円 

死体処理作業手当 警察職員 変死者又は変死の疑いのある死体の処

理、解剖補助作業 

1 回 1,600 円・3,200 円 

緊急呼出業務手当 警察本部又は警察署職員

（管理職職員除く） 

突発的に発生した犯罪捜査、被疑者逮

捕等のため緊急に呼び出され、夜間帯

においてその業務に従事した場合 

1 回 620 円・1,240 円 

身辺警護等作業手当 警察官 天皇、皇后、皇太子、皇太子妃等の側

近警衛等 

日額 640 円・1,150 円 

銃器犯罪捜査手当 警察官 銃器等を使用している犯罪現場での被

疑者逮捕等 

日額 820 円～1,640 円 

  



- 11 -

 

【教育委員会】 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

非常災害時等の緊急業務で週休日等

に行うもの 

日額 6000 円～12,800 円 

修学旅行等引率指導業務で泊を伴うも

の 

日額 3,400 円 

対外競技等引率指導業務で泊を伴うも

の又は週休日等に行うもの 

日額 3,400 円 

教員特殊業務手当 教育職員 

部活動指導業務で週休日等に行うもの 日額 2,400 円 

教員兼務手当 教育職員 全日制課程勤務職員の定時制課程授

業、定時制課程勤務職員の全日制課程

授業、通信制課程勤務職員の全日制課

程授業又は定時制課程授業、全日制課

程勤務職員又は定時制課程勤務職員

の通信制課程における面接指導 

1 単位時間 1,300 円 

多学年学級担当手当 教育職員 小学校、中学校の２以上の学年の児

童、生徒で編制されている学級における

授業又は指導 

日額 290 円 

教育業務連絡指導手

当 

小学校、中学校、高等学校

等の教諭 

教務その他の教育に関する業務につい

ての連絡調整及び指導助言を行う主任

等の業務 

日額 200 円 

実習船に乗り組み、実習生に対して行う

航海実習指導 

日額 1,700 円・1,800 円 航海実習指導手当 水産高等学校の学校職員 

実習船に乗り組み、冷凍室内等におけ

るマイナス５５度以下の低温下での指導

1 時間 260 円 

定時制課程本務職員のう

ち、定時制通信教育手当

受給者以外 

定時制教育等の業務 月額 5,600 円 教育夜間手当 

定時制課程併置学校の事

務長 

全日制、定時制両課程の総括業務 日額 230 円 

夜間学級担当手当 二部授業を行う中学校の教

育職員 

夜間授業 月額 19,000 円～32,000 円 

 

 

 

 (5) 時 間 外 勤 務 手 当  

支 給 実 績 （20年 度 決 算 ） 8,983,814千 円

職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ） 149千 円

支 給 実 績 （19年 度 決 算 ） 9,209,744千 円

 

 

 

  
職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （19年 度 決 算 ） 152千 円
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(6) その他 の手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

手  当  名  内 容 及 び支 給 単 価  
国の制度

との異同

国 の制 度 と

異 なる内 容

支 給 実 績  

(20年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

(20年 度 決 算 ） 

扶養手当 扶養親族のある職員に支給(月額) 

配偶者  13,000円 

配偶者以外の扶養親族 

   1人 6,500円 

16歳から22歳までの子 1人5,000円加算 

同じ。 ― 千 円  

6,216,190 

円

227,059

住居手当 借家及び持家居住者に支給(月額) 

借家 家賃額に応じて27,000円を限度 

(家賃12,000円を超える場合に限る。) 

持家 4,300円 

異なる。 持家2,500円 

(新築又は購入

時から5年間に

限る。) 

千 円  

3,732,828 

円

116,175

通勤手当 通勤のために電車、バス等交通機関を利用し、また

は乗用車等交通用具を使用している職員に支給 

電車、バスを利用する場合 

運賃等相当額 

（6か月定期券代まとめ払い制） 

乗用車等を使用する場合 

使用距離に応じて2,000円～53,530円 

異なる。 乗用車等を使

用する場合 

使用距離に応

じて2,000円～

24,500円 

千 円  

6,925,732 

円

121,209

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員に支給 

(月額) 

適用される給料表並びに職務の級及び区分に応じ

て39,700円～139,300円 

異なる。 区分及びその

額 

千 円  

3,998,918 

円

792,964

休日勤務手当 休日等に勤務を命ぜられ、正規の勤務時間中に勤

務した職員に支給 

勤務時間1時間当たりの給与額×135/100×勤務

時間数 

同じ。 ― 千 円  

2,314,288 

円

211,660

夜間勤務手当 正規の勤務時間として深夜(午後10時～翌日午前5

時)に勤務することを命ぜられた職員に支給 

勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

同じ。 ― 千 円  

1,288,508 

円

131,830

宿日直手当 正規の勤務時間以外の時間又は休日等に、本来の

勤務に従事しないで宿日直勤務をした場合に支給 

一般の宿日直勤務 4,200円 

勤務時間が5時間未満の場合 2,100円等 

同じ。 ― 千 円  

1,417,164 

円

252,569

管理職員特 

別勤務手当 

管理職手当を支給される職員が臨時又は緊急の必

要その他の公務の運営の必要により週休日又は休

日等勤務した場合に支給 

管理職手当の支給区分に応じ、1回につき4,000円

～12,000円 

同じ。 ― 千 円  

52,530 

円

123,600

初任給調整手

当 

医師又は歯科医師の職に採用された職員に一定期

間支給(月額) 

306,000円以下 

同じ。 ― 千 円  

93,636 

円

2,035,565

農林漁業普及

指導手当 

農業、林業又は水産業に関する技術及び知識を普

及指導することを職務とする職員に支給(月額) 

給料の月額×8/100又は10/100 

― ― 千 円  

93,417 

 

円

392,508
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手  当  名  内 容 及 び支 給 単 価  
国の制度

との異同

国 の制 度 と

異 なる内 容

支 給 実 績  

(20年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

(20年 度 決 算 ） 

産業教育手当 産業教育(農業、水産、工業、電波又は商船に関す

る課程)に関する実習を行う教員に支給(月額) 

16,000円～32,000円 

― ― 千 円  

178,585 

円

355,040

定時制通信 

教育手当 

定時制又は通信制課程の教育を行う教諭等に支給(

月額) 

26,000円～32,000円 

― ― 千 円  

137,945 

円

334,007

義 務 教 育 等 教

員特別手当 

義務教育諸学校等に勤務する教員に支給 

(月額) 

職員の職務の級及びその号給に応じた額（20,200

円以下） 

― ― 千 円  

6,389,678 

円

168,438

単身赴任手当 異動等に伴い単身赴任することとなった職員に支給(

月額) 

23,000円 

(職員の単身赴任先の住居から配偶者等の住居ま

での交通距離による加算有り) 

同じ。 ― 千 円  

65,757 

円

284,662

特地勤務手当 

 

生活の著しく不便な地に所在する公署に勤務する職

員に支給(月額) 

(給料の月額＋扶養手当)×8/100以内 

同じ。 ― 千 円  

4,840 

円

166,897

へき地手当 交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵

まれない山間地等に所在する公立の小中学校に勤

務する職員に支給(月額) 

(給料の月額＋扶養手当)×8/100 

― ― 千 円  

4,991 

円

134,892

災害派遣手当 災害応急対策又は災害復旧のため他の地方公共団

体等から派遣された職員が、千葉県の区域内に滞在

する場合に支給(日額) 

公用の施設又はこれに準ずる施設 

3,970円 

その他の施設 

滞在した期間に応じて5,140円～6,620円 

― ― 千 円  

0 

 

円

0

武力攻撃災害

等派遣手当 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置の

実施のため他の地方公共団体等から派遣された職員

が、千葉県の区域内に滞在する場合に支給(日額) 

公用の施設又はこれに準ずる施設 

3,970円 

その他の施設 

滞在した期間に応じて5,140円～6,620円 

― ― 千 円  

0 

 

円

0
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５  特 別 職 の 報 酬 等 の 状 況 （ ２ １ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）  
特別職の報酬等は、千葉県特別職報酬等審議会の答申を受けて、「特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償に関する条例」で

定められており、現在の額は平成 5 年 10 月に改正されたものです。なお、平成 15 年 1 月から報酬等について減額措置を実施していま

す。 

 区      分   給 料 月 額 等  

給  

料  

知        事  

副     知     事  

  1 ,181 ,500円  （  1 , 3 9 0 , 0 0 0 円 ）  

    976 ,800円  （  1 , 1 1 0 , 0 0 0 円 ）    

報  

 

酬  

議      長  

副   議   長  

議      員  

  1 ,076 ,700円  （  1 , 1 1 0 , 0 0 0 円 ）  

    940 ,900円  （   9 7 0 , 0 0 0 円 ）  

    853 ,600円  （   8 8 0 , 0 0 0 円 ）  

知        事  

副     知     事  

 （20年 度 支 給 割 合 ） 

4.45月 分 （6月 期 2.125月 分  12月 期 2.325月 分 ） 

期  

末  

手  

当  

議      長  

副   議   長  

議      員  

 （ 2 0 年 度 支 給 割 合 ）  

   4.45月 分 （6月 期 2.125月 分  12月 期 2.325月 分 ） 

退  

職  

手  

当  

知       事  

副     知     事  

  

（ 算 定 方 式 ）           （１期 の手 当 額 ）    （ 支 給 時 期 ）  

139万 円 ×在 職 月 数 ×0.6    4,003万 円       任 期 毎  

111万 円 ×在 職 月 数 ×0.45   2,398万 円        任 期 毎  

 (注) １ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

２ 期末手当には、一般職と同様の加算措置があります。 

３ 退職手当の「1 期の手当額」は、4 月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、1 期(4 年＝48 月)勤めた場合における退職手当の見込額です。 

４ 知事、副知事には、このほか地域手当(7%)及び通勤手当が支給されます。 

 

６ 職員数の状況  

 (1) 部 門 別 職 員 数 の状 況 と主 な増 減 理 由           （各 年 ４月 １日 現 在 ） 

職   員   数            区  分  
部  門  平 成 20年  平 成 21年

対  前  年
増  減  数

主 な 増 減 理 由            

議 会  5 7  5 7 0  

総 務  1 , 2 1 0  1 , 1 8 4 ▲ 2 6

税 務  5 9 5  5 8 6 ▲ 9
業 務 執 行 体 制 の 見 直 し  

民 生  7 1 3  6 9 8 ▲ 1 5 指 定 管 理 者 制 度 の 導 入  

衛 生  1 , 3 6 0  1 , 2 9 5 ▲ 6 5

労 働  1 6 1  1 4 5 ▲ 1 6
組 織 の 廃 止  

農 林 水 産  1 , 8 5 8  1 , 7 6 7 ▲ 9 1

商 工  2 9 2  2 8 3 ▲ 9

土 木  1 , 4 5 5  1 , 3 7 7 ▲ 7 8

業 務 執 行 体 制 の 見 直 し  

  
 
 一  
 般  
 行  
 政  
 部  
 門  

計  7 , 7 0 1  7 , 3 9 2 ▲ 3 0 9 （参考:人口10万人当たり職員数120.7人 ） 

教 育 部 門  3 9 , 5 0 0  3 9 , 3 2 5 ▲ 1 7 5 小 ・ 中 学 校 の 統 合 に よ る 減  

警 察 部 門  1 2 , 4 9 5  1 2 , 4 5 9 ▲ 3 6 欠 員 に よ る 減  

 
 普  
  
 通  
  
 会  
  
 計  
  
 部  
 
 門  

小    計  5 9 , 6 9 6  5 9 , 1 7 6 ▲ 5 2 0 （参考:人口10万人当たり職員数966.2人 ） 

病 院  1 , 9 5 2  1 , 9 5 8 6 医 療 安 全 管 理 体 制 の 整 備  

水 道  9 0 3  8 4 2 ▲ 6 1 業 務 の 委 託 化  

下 水 道  1 4 0  1 2 7 ▲ 1 3

そ の 他  5 2 2  4 8 2 ▲ 4 0
業 務 執 行 体 制 の 見 直 し  

公  
営 会
企 計
業 部
等 門  小    計  3 , 5 1 7  3 , 4 0 9 ▲ 1 0 8  

合    計  
 

6 3 , 2 1 3  
[ 6 5 , 7 4 5 ]  

6 2 , 5 8 5
[ 6 5 , 6 4 1 ]

▲ 6 2 8
[ ▲ 1 0 4 ]

（参考:人口10万人当たり職員数1021.9人 ） 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 
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(2) 年 齢 別 職 員 構 成 の状 況 （２０年 ４月 １日 現 在 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

     

  

 

区  分 

20歳  

 

未 満 

20歳  

～  

23歳 

24歳  

～  

27歳 

28歳  

～  

31歳 

32歳

～  

35歳

36歳

～  

39歳

40歳

～  

43歳

44歳

～  

47歳

48歳

～  

51歳

52歳  

～  

55歳 

56歳  

～  

59歳 

60歳

 

以 上

 

計 

 

職 員 数  
人 

  156 

(0.3%) 

人

2,039 

(3.3%) 

人 

5,561 

(8.9%) 

人 

5,379 

(8.6%) 

人

4,450

(7.1%)

人

4,773

(7.6%)

人

5,334

(8.5%)

人

7,465

(11.9%)

人

9,862

(15.8%)

人 

9,902 

(15.8%) 

人 

7,449 

(11.9%) 

人

215 

(0.3%)

人

62,585

(100%)

 

 

 (3) 定 員 管 理 の数 値 目 標 及 び進 捗 状 況  

  ① 平 成 １７年 ４月 １日 ～平 成 ２２年 ４月 １日 における定 員 管 理 の数 値 目 標     

平 成 17年 4月 1日   

職 員 数  

平 成 22年 4月 1日  

職 員 数  

純 減 数  

 

純 減 率  

 

    ６３，６２０人     ６１，５８５ 人      ２，０３５ 人           ３．２％ 

  

  

  

                                                                               

     （参 考 ）定 員 適 正 化 計 画 における定 員 管 理 の数 値 目 標 （数 ・率 ）                 

計 画 期 間  

 
始  期

 

 

 
終  期

 

 

 

数 値 目 標  

 
 

平 成 18年 4月 1日
 

 

平 成 22年 4月 1日
 

知 事 部 局 等          ▲１，３００（▲１５．０％） 

公 営 企 業              ▲６１０（▲１７．２％） 

教 育 委 員 会 事 務 局       ▲１５０（▲１３．２％） 

警 察 （警 察 官 以 外 の職 員 ）  ▲２５（▲２．１％） 

学 校 職 員              ▲３６０［定 数 ］ 

警 察 官                 ４１０［定 数 ］ 

  合 計             ▲２，０３５ 

 

                                                                               

 

 

 

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

歳 ～  ～  ～  ～  ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳

未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以

満           上
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  ② 定 員 管 理 の数 値 目 標 の年 次 別 進 捗 状 況 （実 績 ）の概 要  

                                                  （各 年 ４月 １日 現 在 ） 

           区  分  

部  門  

17年  

計 画 始 期  

18年  

１年 目  

19年  

２年 目  

20年  

３年 目  

21年  

４年 目  

17年 ～21年  

計  

(参 考 )

数 値 目 標

職 員 数  8,251 8,193 8,015 7,701 7,392 － 一 般 行 政  

 増  減   ▲ 58 ▲178 ▲314 ▲309 ▲859( 68.7％) ▲1,250

職 員 数  39,495 39,801 39,781 39,500 39,325 － 教   育  

 増  減   306 ▲ 20 ▲281 ▲175 ▲170( 33.3％) ▲ 510

職 員 数  12,008 12,268 12,456 12,495 12,459 － 警   察  

 増  減   260 188 39 ▲36  451( 117.1％) 385

職 員 数  3,866 3,696 3,613 3,517 3,409 － 公 営 企 業  

等  会  計  増  減   ▲170 ▲ 83 ▲ 96 ▲108 ▲457( 69.2％) ▲ 660

職 員 数  63,620 63,958 63,865 63,213 62,585 － 計  

 増  減   338 ▲ 93 ▲652 ▲628 ▲1,035(50.9％) ▲2,035

      （注）１ 計画期間は、17 年～22 年の 5 年間です。 

             ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率です。 

３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画 1 年目以降現年までの職員増減数の累計を示します。 

 

 

７ 公営企業職員の状況  

(1) 水 道 事 業  

   ① 職 員 給 与 費 の状 況  

    ア 決 算  

区  分  

 

 

総 費 用  

 

    Ａ 

純 損 益 又 は実

質 収 支  

 

職 員 給 与 費  

  

      Ｂ

総 費 用 に占 める 

職 員 給 与 費 比 率  

    Ｂ／Ａ 

 (参 考 ) 

19年 度 の総 費 用 に占 める

職 員 給 与 費 比 率  

20年 度    千 円  

6 4 , 0 7 7 , 4 8 9  

      千 円

6 , 9 4 4 , 8 2 4

     千 円

1 0 , 9 8 4 , 0 8 0

           ％ 

1 7 . 1   

                ％

1 8 . 1  

 

給      与      費  区  分  

 

職 員 数

    Ａ 給   料  職員手当    期 末･勤 勉 手 当 計  Ｂ 

一 人 当 たり 

給 与 費  

B/A 

(参 考 ) 

都 道 府 県  

一 人 当 たり 

給 与 費  

20年 度  

 

    人  

9 9 1  

    千 円  

4 , 3 9 8 , 5 9 6  

    千 円

1 , 1 6 7 , 4 4 5

    千 円

1 , 9 3 3 , 7 8 0

    千 円

7 , 4 9 9 , 8 2 1

    千 円  

7 , 5 6 8  

 

 

 

 

     千 円

7 , 6 5 5

(注 ) １ 給与費とは、人件費のうち職員に支給される給料と職員手当（退職手当を除く）をいいます。 

２ 職 員 数 は、平 成 21 年 3 月 31 日 現 在 の人 数 です。  

 

    イ 特 記 事 項  

     給 与 等 の減 額 措 置 を、次 のとおり行 っています。 

減 額 措 置  実 施 期 間  内    容  

給 料 月 額 の減 額  15 年 8 月 から 

22 年 3 月 まで 

・管 理 職 手 当 受 給 者  3％減 額  

・上 記 以 外 の職 員  1％減 額  

（若 年 層 職 員 を除 く） 

管理職手当の減額 15 年 1 月 から 

22 年 3 月 まで 

・本 庁 課 長 級 以 上  10％減 額  

・上 記 以 外 の管 理 職 手 当 受 給 者  5％減 額  

     （注 ） 記 載 されている減 額 率 は平 成 21 年 8 月 1 日 以 降 のものです。 
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   ② 職 員 の平 均 年 齢 、基 本 給 及 び平 均 月 収 額 の状 況 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

区  分  平 均 年 齢  基 本 給  平 均 月 収 額  

（20年 度 決 算 ） 

千 葉 県 水 道 局  48.9 歳 419,769 円 663,432 円  

  

  

  

 団  体  平  均  

（水 道 事 業 の都 道 府 県 平 均 ） 

45.7 歳 398,572 円 636,819 円  

 

(注 ) １ 基 本 給 は、給 料 、扶 養 手 当 及 び地 域 手 当 の合 算 額 です。 

２ 平 均 月 収 額 には、期 末 ・勤 勉 手 当 等 を含 みます。 

３ 上 記 の千 葉 県 水 道 局 の額 は減 額 措 置 後 の額 です。 

 

   ③ 職 員 の手 当 の状 況  

     ア 期 末 手 当 ・勤 勉 手 当  

千 葉 県 水 道 局  千 葉 県 （知 事 部 局 等 ） 

１人 当 たり平 均 支 給 額 （20年 度 ）     1,951千 円  １人 当 たり平 均 支 給 額 （20年 度 ）   1,942千 円  

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分

    (  0.75)月 分    (   0.35)月 分

12月 期     1.6月 分       0.75月 分

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分

 

 

 

 

 

 

 

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当  

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分  

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分  

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分  

    (   0.75)月 分    (   0.35)月 分  

12月 期     1.6月 分       0.75月 分  

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分  

 

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

・役 職 加 算    5～20% 

   ・管 理 職 加 算   15・25% 

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

・役 職 加 算    5～20% 

   ・管 理 職 加 算   15・25% 

（注） １ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

２ 部長級職員は、年間 4.45 月分です。 

 

     イ 退 職 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

千 葉 県 水 道 局  千 葉 県 （知 事 部 局 等 ） 

（支 給 率 ） 自 己 都 合  勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

 その他 の加 算 措 置  

   定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置 （2～20%加 算 ） 

一人当たり平均支給額 

自 己 都 合    21,537千 円  

勧 奨       31,959千 円  

定 年       27,228千 円  

（支 給 率 ） 自 己 都 合  勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

 その他 の加 算 措 置  

   定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置 （2～20%加 算 ） 

一人当たり平均支給額 

自 己 都 合     141万 8千 円  

勧 奨       2,786万 0千 円  

定 年      2,776万 6千 円  

       （注 ） 退 職 手 当 の１人 当 たり平 均 支 給 額 は、前 年 度 に退 職 した職 員 に支 給 された平 均 額 です。 

 

    ウ 地 域 手 当  

       （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

支  給  実  績 （20年 度 決 算 ）            278,142 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                 279,821 円  

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  一 般 行 政 職 の制 度 （支 給 率 ） 

千 葉 市 、市 川 市 、船 橋 市 、松 戸 市 、 

成 田 市 、印 西 市 、本 埜 村  

7％ 785人  7％ 

 

 

 

 

 

   市 原 市  6％ 57人  6％ 
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     （２２年 度 の制 度 完 成 時 ） 

支 給 対 象 地 域  支 給 率  一 般 行 政 職 の制 度 （支 給 率 ） 

県 内 市 町 村       7％            7％ 

 

       （注 ） 国 の制 度 では、平 成 22 年 度 での完 成 を目 指 して、平 成 18 年 度 から支 給 率 を段 階 的 に引 き上 げることとしています。 

         

  エ 特 殊 勤 務 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

支 給 総 額 （20年 度 決 算 ）                        53,009 千 円  

支 給 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ）                       111,363   円  

職 員 全 体 に占 める手 当 支 給 職 員 の割 合 （20年 度 ）                           47.9   ％ 

手 当 の種 類 （手 当 数 ）                     7   

手当の名称 主な支給対象職員 主 な支 給 対 象 業 務  左記職員に対する支給単価 

作業手当 水道事務所職員 交通遮断しないで行う道路上での仕切弁

作業等（夜間を除く） 

日額 290 円 

作業手当（夜間） 水道事務所職員 夜間に行う地下の仕切弁室等における機

器の操作等 

1 回につき 320 円 

危険現場作業手当（高所） 施設整備センター職員 危険な高所で行う監督等 日額 280 円～340 円 

危険現場作業手当（坑内） 施設整備センター職員 トンネル坑内における工事監督等 日額 450 円 

浄水等作業手当 浄給水場職員 浄給水場における施設の運転・維持管理

業務 

日額 250 円 

（正規の夜間勤務 950 円～2,550  円、活

性炭注入作業日額 250 円、活性炭溶解

作業日額280 円、汚泥処理作業日額250

円を加算） 

劇物等取扱作業手当 浄給水場及び 

水質センター職員 

毒物、劇物を使用した検査等 日額 280 円 

用地交渉作業手当 本局（財務課）職員 事業に必要な土地の取得等のために行う

交渉業務 

日額 1,000 円～1,500 円 

徴収等手当 水道事務所職員 料金の未納整理・給水停止等 日額 350 円 

     

     

     

    

 

 

 

 

 

災害応急作業手当   

 

水道事務所職員等 重大災害発生現場における応急作業等 日額 710 円～2,160 円 

 

  オ 時 間 外 勤 務 手 当                                                                      

支 給 実 績 （20年 度 決 算 ）         292,799 千 円     

 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ）              295 千 円     

支 給 実 績 （19年 度 決 算 ）         309,351 千 円     

 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （19年 度 決 算 ）              298 千 円     

                    

 

 

      （注 ） 時 間 外 勤 務 手 当 には、休 日 勤 務 手 当 を含 みます。 
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    カ その他 の手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ）                                                

手 当 名  内 容 及 び支 給 単 価  

一 般 行 政

職 の制 度

との異 同

一 般 行 政

職 の制 度 と

異 なる内 容

支 給 実 績  

（20 年 度 決 算 ） 

支 給 職 員 1人 当 たり

平 均 支 給 年 額  

（20年 度 決 算 ） 

扶 養 手 当 

扶養親族のある職員に支給(月額) 

配偶者  13,000円 

配偶者以外の扶養親族 

1人につき   6,500円 

16歳から22歳までの子1人5,000円加算 

同 じ -      千 円  

121,720 

         円

216,198

住 居 手 当 

借家及び持家居住者に支給(月額) 

借家 家賃額に応じて27,000円を限度 

(家賃12,000円を超える場合に限る。) 

持家 4,300円 

同 じ -      千 円  

62,786 

         円

90,732

通 勤 手 当 

通勤のために電車、バス等交通機関を利用し、また

は乗用車等交通用具を使用している職員に支給 

電車、バスを利用する場合 

定期券代等全額支給 

（6か月定期券代まとめ払い制） 

乗用車等を使用する場合 

使用距離に応じて2,000円～53,530円 

同 じ -      千 円  

207,351 

         円

212,668

管 理 職 手 当 

管理又は監督の地位にある職員に支給(月額)  

 

職務の級、手当の区分に応じて66,500円～ 

130,300円 

同 じ -      千 円  

116,449 

         円

837,763

休日勤務手当 

休日等に勤務を命ぜられ、正規の勤務時間中に勤

務した職員に支給 

 

勤務時間1時間当たりの給与額×135/100×勤務

時間数 

同 じ -   － － 

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として深夜(午後10時～翌日午前5

時)に勤務することを命ぜられた職員に支給 

 

勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数 

同 じ -  千 円  

35,153 

 円

242,435

管理職員特別

勤務手当 

管理職手当を支給される職員が臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の必要により週休日又は

休日等勤務した場合に支給 

 

管理職手当の支給割合に応じ、1回につき 

8,000円～12,000円 

同 じ - 千 円  

 36 

 円

18,000

   

   

   

   

   

   

   

   

  

単身赴任手当 

異動等に伴い単身赴任することとなった職員に支

給(月額) 

23,000円 

(職員の単身赴任先の住居から配偶者等の住居

までの交通距離による加算有り) 

同 じ -  千 円  

0 

 円

0

   （ 注 ） 休 日 勤 務 手 当 の 支 給 実 績 に つ い て は 「 オ  時 間 外 勤 務 手 当 」 に 含 ま れ て い ま す 。 

 

   ④ 定 員 管 理 の数 値 目 標 及 び進 捗 状 況  

   ア 平 成 １７年 ４月 １日 ～平 成 ２２年 ４月 １日 における定 員 管 理 の数 値 目 標      

      →6(3)①を参 照  

イ 定 員 管 理 の数 値 目 標 の年 次 別 進 捗 状 況 （実 績 ）の概 要  

      →6(3)②を参 照   
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(1) 土 地 造 成 整 備 事 業 及 び工 業 用 水 道 事 業 （企 業 庁 ） 

   ① 職 員 給 与 費 の状 況  

    ア 決 算  

区  分  

 

 

総 費 用  

 

 

    Ａ 

純 損 益 又 は

実 質 収 支  

 

職 員 給 与 費

  

 

      Ｂ

総 費 用 に占 め

る職 員 給 与 費

比 率  

  Ｂ／Ａ 

 (参 考 ) 

19年 度 の総 費 用

に占 める職 員 給 与

費 比 率  

20年 度    千 円         千 円      千 円         ％          ％

土 地 造 成 整 備 事 業  42,107,184 4,930,916 3,473,591 8.2 1.6

工 業 用 水 道 事 業  11,078,524 1,815,533 1,950,903 17.6 20.7

 

給      与      費   （参 考 ）都 道 府 県 平 均区  分  

 

職 員 数  

     Ａ 給   料  職員手当    期末･勤勉手当 計  Ｂ

一 人 当 たり 

給 与 費  B/A  一 人 当 た り 給 与 費

20年 度       人      千 円      千 円     千 円     千 円         千 円

土 地  306 1,391,394 320,815 622,071 2,334,280 7,628         7,615

工 水  156 688,810 151,041 300,245 1,140,096 7,308         7,025

(注 ) １ 給与費とは、人件費のうち職員に支給される給料と職員手当（退職手当を除く）をいいます。 

     ２ 職 員 数 は、平 成 21 年 3 月 31 日 現 在 の人 数 です。  

 

    イ 特 記 事 項  

     給 与 の 減 額 措 置  

減 額 措 置  実 施 期 間  内 容  

給 料 月 額 の 減 額  １ ５ 年 ８ 月 か ら  

２ ２ 年 ３ 月 ま で  

・ 管 理 職 手 当 受 給 者          3 ％ 減 額  

・ 上 記 以 外 の 職 員            1 ％ 減 額  

（ 若 年 層 職 員 を 除 く ）  

管 理 職 手 当 の 減 額  １ ５ 年 １ 月 か ら  

２ ２ 年 ３ 月 ま で  

・ 本 庁 課 長 級 以 上           1 0 ％ 減 額  

・ 上 記 以 外 の 管 理 職 手 当 受 給 者  5 ％ 減 額  

     （ 注 ） 記 載 さ れ て い る 減 額 率 は 、 平 成 ２ １ 年 ８ 月 １ 日 以 降 の も の で す 。  

 

   ② 職 員 の平 均 年 齢 、基 本 給 及 び平 均 月 収 額 の状 況 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

区  分  平 均 年 齢  基 本 給  平 均 月 収 額  

（平 成 20年 度 ） 

千 葉 県 企 業 庁                           

 土 地 造 成 整 備 事 業  48.5歳 426,708円 671,320円  

 工 業 用 水 道 事 業  50.3歳 433,608円 679,965円  

  

  

  

 

団  体  平  均                           

       

 

 

 

  土 地 造 成 整 備 事 業  47.4歳 409,403円 634,546円   

  工 業 用 水 道 事 業  44.8歳 374,020円 585,430円   

      （注 ）１ 基 本 給 は、給 料 、扶 養 手 当 及 び地 域 手 当 の合 算 額 です。 

２ 平 均 月 収 額 には、期 末 ・勤 勉 手 当 等 を含 みます。 

３ 上 記 の千 葉 県 企 業 庁 の額 は、減 額 措 置 後 の額 です。 
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   ③ 職 員 の手 当 の状 況  

     ア 期 末 手 当 ・勤 勉 手 当  

千 葉 県 企 業 庁  千 葉 県 （知 事 部 局 等 ） 

１人 当 たり平 均 支 給 額 （20年 度 ） 

    土 地 造 成 整 備 事 業  2,032千 円  

    工 業 用 水 道 事 業    1,924千 円  

１人 当 たり平 均 支 給 額 （20年 度 ） 

           -    1,942千 円  

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分

    (  0.75)月 分    (   0.35)月 分

12月 期     1.6月 分       0.75月 分

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分

 

 

 

 

 

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当  

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分  

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分  

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分  

    (   0.75)月 分    (   0.35)月 分  

12月 期     1.6月 分       0.75月 分  

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分  

 

 

 

 

 

 

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

  ・役 職 加 算    5～20％ 

  ・管 理 職 加 算  15・25％ 

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

  ・役 職 加 算    5～20％ 

  ・管 理 職 加 算  15・25％ 

（注） １ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

２ 部長級職員は、年間 4.45 月分です。 

 

     イ 退 職 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

千 葉 県 企 業 庁  千 葉 県 （知 事 部 局 等 ） 

（支 給 率 ） 自 己 都 合  勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

 その他 の加 算 措 置  定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置  

（2％～20％加 算 ） 

 1人当たり平均支給額 

土 地 造 成 整 備 事 業      28,736千 円  

工 業 用 水 道 事 業       27,135千 円  

（支 給 率 ） 自 己 都 合  勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

その他 の加 算 措 置  定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置  

（2％～20％加 算 ） 

 1人当たり平均支給額 

自 己 都 合     141万 8千 円  

勧 奨       2,786万 0千 円  

定 年      2,776万 6千 円  

       （注 ） 退 職 手 当 の１人 当 たり平 均 支 給 額 は、20 年 度 に退 職 した職 員 に支 給 された平 均 額 です。 

 

    ウ 地 域 手 当  

       （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

支  給  実  績 （20年 度 決 算 ） 土 地 造 成 整 備 事 業     90,201千 円  

工 業 用 水 道 事 業       43,466千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 土 地 造 成 整 備 事 業      290,034円  

工 業 用 水 道 事 業        275,100円  

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  一 般 行 政 職 の制 度 （支 給 率 ） 

千 葉 市 、 市 川 市 、 船 橋 市 、  

成 田 市 、 佐 倉 市 及 び 印 西 市  

７％ 土 地 造 成 整 備 事 業  258人  

工 業 用 水 道 事 業    101人  

７％

 

 

 

 

 

 

 

   市 原 市 、 君 津 市 及 び 袖 ヶ 浦 市  ６％ 土 地 造 成 整 備 事 業    0人  

工 業 用 水 道 事 業     18人  

６％

 

     （２２年 度 の制 度 完 成 時 ） 

支 給 対 象 地 域  支 給 率  一 般 行 政 職 の制 度 （支 給 率 ） 

県 内 全 市 町 村            ７％               ７％ 

 

       （注 ）国 の制 度 では、平 成 22 年 度 での完 成 を目 指 して、平 成 18 年 度 から支 給 率 を段 階 的 に引 き上 げることとしています。 
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  エ 特 殊 勤 務 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

支 給 総 額 （20年 度 決 算 ） 土 地 造 成 整 備 事 業       144千 円  

工 業 用 水 道 事 業       1,304千 円  

支 給 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ） 土 地 造 成 整 備 事 業      20,571円  

工 業 用 水 道 事 業        29,625円  

職 員 全 体 に占 める手 当 支 給 職 員 の割 合 （20年 度 ） 土 地 造 成 整 備 事 業         2.3％ 

工 業 用 水 道 事 業          28.2％ 

手 当 の種 類 （手 当 数 ）           5  

手 当 の名 称  主 な支 給 対 象 職 員  主 な支 給 対 象 業 務  左 記 職 員 に対 する支 給 単 価

災 害 応 急 作 業 手 当  建 設 事 務 所 職 員 等  災 害 発 生 時 に 河 川 の 堤 防

等 で 行 う 巡 回 監 視 、 応 急 作

業 等  

日 額 7 1 0 ～ 2 , 1 6 0 円  

工 業 用 水 道 事 務 所 職 員

等  

ト ン ネ ル 坑 内 に お け る 掘 削

作 業 、 監 督 業 務 等  

日 額 450円  

建 設 事 務 所 職 員 等  危 険 な が け 、 高 所 で 行 う 監

督 業 務 、 測 量 等  

日 額 2 8 0 ～ 3 4 0 円  

危 険 現 場 作 業 手 当  

工 業 用 水 道 事 務 所 職 員

等  

夜 間 に お け る 土 木 工 事 作

業 等  

勤 務 1 回 に つ き 3 2 0 円  

浄 水 場 職 員 等  浄 水 場 等 の 施 設 に お け る 運

転 管 理 及 び 維 持 管 理 業 務  

日 額 2 0 0 円  

 浄 水 場 等 及 び 配 水 池 に お

け る 高 圧 電 流 送 電 中 の 、 受

送 電 設 備 の 保 守 作 業 等  

日 額 2 8 0 円  

配 水 作 業 手 当  

 時 間 外 等 に 緊 急 の 呼 出 し を

受 け て 行 う 、 浄 水 場 等 の 事

故 時 に お け る 復 旧 作 業  

勤 務 １ 回 に つ き 8 0 0 円  

危 険 物 等 取 扱 作 業

手 当  

浄 水 場 職 員  毒 物 、 劇 物 の 取 扱 作 業 等 日 額 2 8 0 円  

     

     

     

    

 

 

 

 

 

用 地 交 渉 作 業 等 手

当  

建 設 事 務 所 職 員 等  公 共 事 業 に 必 要 な 土 地 の

取 得 等 の た め に 行 う 交 渉 業

務  

日 額 5 4 0 ～ 1 , 5 0 0 円  

 

  オ 時 間 外 勤 務 手 当                                                                      

支 給 実 績 （ 2 0 年 度 決 算 ）  土 地 造 成 整 備 事 業  

工 業 用 水 道 事 業    

 39,156千 円  

16,756千 円  

 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ） 土 地 造 成 整 備 事 業  

工 業 用 水 道 事 業  

126,310円  

106,051円  

支 給 実 績 （ 1 9 年 度 決 算 ）  土 地 造 成 整 備 事 業  

工 業 用 水 道 事 業   

 43,468千 円  

 18,490千 円  

 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （19年 度 決 算 ） 土 地 造 成 整 備 事 業  

工 業 用 水 道 事 業  

137,556円  

103,298円  

 

     （注 ） 時 間 外 勤 務 手 当 には、休 日 勤 務 手 当 を含 みます。 
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    カ その他 の手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ）                                                

 

手 当 名  

 

内 容 及 び支 給 単 価  

一 般 行 政

職 の制 度

との異 同

一 般 行 政

職 の制 度 と

異 なる内 容

支 給 実 績  

（20 年 度 決 算 ） 

支 給 職 員 1人 当 た 

り平 均 支 給 年 額  

（20年 度 決 算 ） 

扶 養 手 当      扶 養 親 族 のある職 員 に支 給 (月 額 ) 

 

配 偶 者  13,000円  

配 偶 者 以 外 の扶 養 親 族  

1人  6,500円  

16歳 から22歳 までの子  

1人  5,000円 加 算  

同 じ。 － 土 地 造 成 整 備 事 業  

      31,192千 円  

工 業 用 水 道 事 業  

18,300千 円  

土 地 造 成 整 備 事 業

207,948円

工 業 用 水 道 事 業

223,164円

住 居 手 当      借 家 及 び持 家 居 住 者 に支 給 （月 額 ）

 

借 家  家 賃 額 に応 じて27,000円 を限 度

（家 賃 12,000円 を超 える場 合 に限 る。）

持 家  4,300円  

同 じ。 － 土 地 造 成 整 備 事 業  

      16,805千 円  

工 業 用 水 道 事 業  

7,164千 円  

土 地 造 成 整 備 事 業

85,741円

工 業 用 水 道 事 業

77,030円

通 勤 手 当      通 勤 のために電 車 、バス等 交 通 機 関

を利 用 し、または乗 用 車 等 交 通 用 具

を使 用 している職 員 に支 給  

 

電 車 、バスを利 用 する場 合  

運 賃 等 相 当 額  

（6か月 定 期 券 代 まとめ払 い制 ） 

乗 用 車 等 を使 用 する場 合  

使 用 距 離 に応 じて 

2,000～53,530円  

同 じ。 － 土 地 造 成 整 備 事 業  

      62,522千 円  

工 業 用 水 道 事 業  

30,679千 円  

土 地 造 成 整 備 事 業

207,712円

工 業 用 水 道 事 業

201,835円

管 理 職 手 当  管 理 又 は監 督 の地 位 にある職 員 に

支 給 (月 額 ) 

 

支 給 額 の区 分 に応 じて 

66,500～130,300円  

同 じ。 － 土 地 造 成 整 備 事 業  

     80,796千 円  

工 業 用 水 道 事 業  

33,372千 円  

土 地 造 成 整 備 事 業

878,214円

工 業 用 水 道 事 業

878,216円

休 日 勤 務 手

当  

休 日 等 に勤 務 を命 ぜられ、正 規 の勤

務 時 間 中 に勤 務 した職 員 に支 給  

 

勤 務 時 間 1時 間 当 たりの給 与 額 ×

135/100×勤 務 時 間 数  

同 じ。 － － － 

夜 間 勤 務 手

当  

正 規 の勤 務 時 間 として深 夜 （午 後 10

時 ～翌 日 午 前 5時 ）に勤 務 することを

命 ぜられた職 員 に支 給  

 

勤 務 1時 間 当 たりの給 与 額 ×

25/100×勤 務 時 間 数  

同 じ。 － 土 地 造 成 整 備 事 業  

      0千 円  

工 業 用 水 道 事 業  

0千 円  

土 地 造 成 整 備 事 業

0円

工 業 用 水 道 事 業

0円

管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

管 理 職 手 当 を支 給 される職 員 が臨

時 又 は緊 急 の必 要 その他 の公 務 の

運 営 の必 要 により週 休 日 又 は休 日

等 勤 務 した場 合 に支 給  

 

管 理 職 手 当 の支 給 割 合 に応 じ、1

回 につき8,000～12,000円  

同 じ。 － 土 地 造 成 整 備 事 業  

      0千 円  

工 業 用 水 道 事 業  

0千 円  

土 地 造 成 整 備 事 業

0円

工 業 用 水 道 事 業

0円

      

      

      

      

  

単 身 赴 任 手

当  

異 動 等 に伴 い単 身 赴 任 することとな

った職 員 に支 給 （月 額 ） 

 

23,000円  

（職 員 の単 身 赴 任 先 の住 居 から配

偶 者 等 の住 居 までの交 通 距 離 によ

る加 算 有 り） 

同 じ。 － 土 地 造 成 整 備 事 業  

      0千 円  

工 業 用 水 道 事 業  

0千 円  

土 地 造 成 整 備 事 業

0円

工 業 用 水 道 事 業

0円

     （ 注 ） 休 日 勤 務 手 当 の 支 給 実 績 に つ い て は 「 オ  時 間 外 勤 務 手 当 」 に 含 ま れ て い ま す 。  
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   ④ 定 員 管 理 の数 値 目 標 及 び進 捗 状 況  

   ア 平 成 １７年 ４月 １日 ～平 成 ２２年 ４月 １日 における定 員 管 理 の数 値 目 標  

      →6(3)①を参 照                                                             

                                                                                 

   イ 定 員 管 理 の数 値 目 標 の年 次 別 進 捗 状 況 （実 績 ）の概 要  

      →6(3)②を参 照                

 

(３) 病 院 事 業 （病 院 局 ） 

   ① 職 員 給 与 費 の状 況  

    ア 決 算  

区  分  

 

 

総 費 用 Ａ 純 損 益 又 は実 質 収 支  

 

職 員 給 与 費 Ｂ 総 費 用 に占 め

る職 員 給 与 費

比 率  

Ｂ／Ａ 

 (参 考 ) 

19年 度 の総 費 用

に占 める職 員 給 与

費 比 率  

20年 度  
千 円  

37,918,956 

千 円

▲1,248,737

千 円

18,906,884

％

49.9 

％

49.0

 

給      与      費  区  分  

 

職 員 数  

Ａ 給   料  職員手当    期 末･勤 勉 手 当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費 B/A 

(参考)都道府県平均        

一人当たり給与費      

20年 度  
人

1,930 

千 円

7,601,682 

千 円

3,309,706

千 円

3,326,254

千 円

14,237,642 

千 円

7,377 

 

 

 千 円

7,431

      （注）１ 給与費とは、人件費のうち職員に支給される給料と職員手当（退職手当を除く）をいいます。 

             ２ 職員数は、平成 21 年 3 月 31 日現在の人数です。   

    

 イ 特 記 事 項  

    給与の減額措置の実施 

    病院局では厳しい経営状況などを踏まえ、次のとおり給与の減額措置を行っております。 

減 額 措 置  実 施 期 間  内    容  

給 料 月 額 の減 額  15 年 8 月 から 

22 年 3 月 まで 

・管 理 職 手 当 受 給 者  3％減 額  

・上 記 以 外 の職 員  1％減 額  

（若 年 層 職 員 を除 く） 

管理職手当の減額 15 年 1 月 から 

22 年 3 月 まで 

・本 庁 課 長 級 以 上  10％減 額  

・上 記 以 外 の管 理 職 手 当 受 給 者  5％減 額  

   （注） 記載されている減額率は平成 21 年 8 月 1 日以降のものです。 

 

 

   ② 職 員 の平 均 年 齢 、基 本 給 及 び平 均 月 収 額 の状 況 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

 区  分  平 均 年 齢  基 本 給  平 均 月 収 額  

医 師 ・歯 科 医 師     43.8歳    604,661円 1,372,064円

看 護 師 ・准 看 護 師 等     35.5歳   332,946円 489,311円

千 葉 県 病 院 局  

事 務 職 員 等     45.2歳    379,267円 597,569円

医 師     43.3歳    547,077円      1,288,854円  

看 護 師    37.5歳   309,579円     504,403円  

  

  

  

 

団体平均（病院事業の都

道府県平均） 

事 務 職     43.6歳    370,038円        599,833円  

       

 

 

 

      （注）１ 基本給は、給料、扶養手当、地域手当の合算額です。 

２ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

３ 上記の千葉県病院局の額は、減額措置後の額です。 
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 ③ 職 員 の手 当 の状 況  

     ア 期 末 手 当 ・勤 勉 手 当  

千 葉 県 病 院 局  千 葉 県 （知 事 部 局 等 ） 

１人 当 たり平 均 支 給 額 （20年 度 ） 1,701千 円  １人 当 たり平 均 支 給 額 （20年 度 ）   1,942千 円  

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分

    (  0.75)月 分    (   0.35)月 分

12月 期     1.6月 分       0.75月 分

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分

（２０年 度 支 給 割 合 ） 

期 末 手 当       勤 勉 手 当

        3 . 0 月 分       1 . 5 月 分

(  1.6)月 分     (   0.75)月 分

（内 訳 ） 

6月 期     1.4月 分       0.75月 分

    (  0.75)月 分    (   0.35)月 分

12月 期     1.6月 分       0.75月 分

     (   0.85)月 分    (     0.4)月 分

 

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

・役 職 加 算     5～20% 

・管 理 職 加 算   15・25% 

（加 算 措 置 の状 況 ） 

職 制 上 の段 階 、職 務 の級 等 による加 算 措 置  

・役 職 加 算     5～20% 

・管 理 職 加 算   15・25% 

（注） １ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

     ２ 部長級職員は、年間 4.45 月分です。 

 

イ 退 職 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

千 葉 県 病 院 局 千 葉 県 （知 事 部 局 等 ） 
（支 給 率 ） 自 己 都 合  勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

 その他 の加 算 措 置  定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置  

（2％～20％加 算 ） 

１人 当 たり平 均 支 給 額  

自 己 都 合      148万 8千 円  

勧 奨        2,676万 2千 円  

定 年        2,636万 9千 円  

（支 給 率 ） 自 己 都 合  勧 奨 ・定 年  

勤 続 ２０年  23.5 月 分  30.55月 分  

勤 続 ２５年  33.5 月 分  41.34月 分  

勤 続 ３５年  47.5 月 分  59.28月 分  

最 高 限 度 額  59.28月 分  59.28月 分  

その他 の加 算 措 置  定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置  

（2％～20％加 算 ） 

 1人当たり平均支給額 

自 己 都 合     141万 8千 円  

勧 奨       2,786万 0千 円  

定 年      2,776万 6千 円  

           （注） 退職手当の 1 人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

ウ 地 域 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

支  給  実  績 （20年 度 決 算 ）               541,360千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                   273,552円  

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  一 般 行 政 職 の制 度 （支 給 率 ） 

医 師 及 び 歯 科 医 師 （ 全 域 ）         14％           235人                   14％ 

千 葉 市  7％         1,091人                    7％ 

市 原 市          6％          327人                    6％ 

 

 

 

 

 

 

東 金 市 、 香 取 市          5％           297人                    5％ 

 

（２２年 度 の制 度 完 成 時 ） 

支 給 対 象 地 域  支 給 率  一 般 行 政 職 の制 度 （支 給 率 ） 

医 師 及 び 歯 科 医 師 （ 全 域 ）           15％               15％ 

県 内 市 町 村            7％                  7％ 

             

     

             

       （注 ） 国 の制 度 では、平 成 22 年 度 での完 成 を目 指 して、平 成 18 年 度 から支 給 率 を段 階 的 に引 き上 げることとしています。 
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エ 特 殊 勤 務 手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ） 

支 給 総 額 （20年 度 決 算 ）                           381,908千 円  

支 給 職 員 １人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ）                             254,945円  

職 員 全 体 に占 める手 当 支 給 職 員 の割 合 （20年 度 ）                                77.6％ 

手 当 の種 類 （手 当 数 ）                            9  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

診療手当 医師又は歯科医師 患者の診療又は手術等 日額1,200円

 

感染症の病原体の検査、感染症の病原体に

汚染された場所の消毒作業等 

 

防疫等作業手当 

右記業務に従事した職員 

結核の検診、結核患者の療養指導等 

日額320円

 医師による精神障害者の診察の立会い、病 

院への護送 日額450円

 

精神保健業務手当 

右記業務に従事した職員 

在宅精神障害者の面接業務 日額400円

 
臨床研修指導管理手当 

医師 研修医に対する指導又は臨床研修の実施の

管理等 
月額10,000円

 看護師、准看護師、助産師 深夜における看護等の業務 1回2,000円～6,800円

 夜間看護等手当 右記業務に従事した職員 待機を依頼された職員が、呼出しを受け、１

時間以上行った手術等の業務 
1回1,620円

 医師 深夜における診療等の業務 1回2,600円～5,000円

 夜間特殊業務手当 臨床検査技師、診療放射線

技師及び薬剤師等 

深夜における検査等の業務 
1回410円～1,100円

 

放射線取扱作業手当 

診療放射線技師等 放射線管理区域内で行う業務（1月100マイク

ロシーベルト以上放射線を被ばくした場合に

限る。） 

日額360円

 

 
危険物等取扱作業手当 

右記業務に従事した職員 毒物、劇物等を使用した検査、試験等 
日額280円

 危険現場作業手当 臨床工学技師等 高圧酸素治療室内における高圧化での業務 １時間210円～1,000円

 

オ 時 間 外 勤 務 手 当                                                                      

支  給  実  績 （ 2 0 年 度 決 算 ）                       950,027千 円  

職 員 1人 当 たり平 均 支 給 年 額 （20年 度 決 算 ）                        484,213円  

支  給  実  績 （ 1 9 年 度 決 算 ）                       512,319千 円  

職 員 1人 当 たり平 均 支 給 年 額 （19年 度 決 算 ）                        262,998円  

               

      

 

 

          （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

 

カ その他 の手 当 （２１年 ４月 １日 現 在 ）                                                

手当名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異な

る内容 

支給実績 

（20年度決算） 

支給職員1人当たり

平均支給年額 

（20年度決算） 

扶 養 手 当      

扶養親族のある職員に支給（月額） 

配偶者 13,000円 

配偶者以外の扶養親族  1人 6,500円  

16歳から22歳までの子  1人5,000円加算 

同 じ - 130,859千円 193,292円

    

    

    

    

    

    

  

住 居 手 当      

借家及び持家居住者に支給（月額） 

借家 家賃の額に応じ27,000円を限度 

（家賃12,000円を超える場合に限る） 

持家 4,300円 

同 じ - 148,728千円 160,440円
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手当名 

 

内容及び支給単価 

一般行政

職の制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異な

る内容 

支給実績 

（20年度決算） 

支給職員1人当た

り平均支給年額 

（20年度決算） 

 

通 勤 手 当      

通勤のため電車、バス等交通機関を利用し、または乗用車

等交通用具を使用している職員に支給 

 

電車・バスを利用する場合 

 運賃等相当額 

（6ヶ月定期券代まとめ払い） 

乗用車等を使用する場合 

使用距離に応じて支給（2,000円～53,530円） 

同 じ - 184,405千円 113,971円

 
管 理 職 手 当  

管理又は監督の地位にある職員に支給（月額） 

適用される給料表並びに職務の級及び区分に応

じて53,700円～137,700円 

同 じ - 102,065千円 1,159,834円

 
初 任 給  

調 整 手 当  

医師又は歯科医師の職に採用された職員に一定期間支

給（月額） 

306,000円以下 

同 じ - 528,553千円 2,220,811円

 
夜 間 勤 務 手 当  

正規の勤務時間として深夜（午後10時から翌日午前5時

まで）に勤務を命ぜられた職員に支給 

勤務1時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数 

同 じ - 179,509千円 146,418円

 

管 理 職 員  

特 別 勤 務 手 当  

管理職手当を支給される職員が臨時又は緊急の必要そ

の他公務の運営の必要により週休日又は休日等勤務し

た場合に支給 

管理職手当の支給区分に応じ1回につき6,000円～

12,000円 

同 じ - 2,649千円 155,824円

 

宿 日 直 手 当  

宿日直勤務をした職員に支給 

医師  10,000円～45,000円 

副看護部長、看護師長 

3,600円～10,800円 

看護師、臨床検査技師及び放射線技師等 

2,950円～8,850円 

同 じ - 153,271千円 365,801円

 
休日勤務手当 

休日等に命ぜられ、正規の勤務時間中に勤務した職員

に支給 

勤務時間1時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数 

同じ － － － 

      （注）休日勤務手当の支給実績については「オ 時間外勤務手当」に含まれています。 

 

 

   ④ 定 員 管 理 の数 値 目 標 及 び進 捗 状 況  

   ア 平 成 １７年 ４月 １日 ～平 成 ２２年 ４月 １日 における定 員 管 理 の数 値 目 標  

     →6(3)①を参照   

                                                                               

   イ 定 員 管 理 の数 値 目 標 の年 次 別 進 捗 状 況 （実 績 ）の概 要  

       →6(3)②を参照                                                            

 

 

 


